
人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

782,705 63,957 89,173 ▲ 28.3
114,971 9,395 8,640 8.7

4,728 386 12,594 ▲ 96.9
10,113 826 1,084 ▲ 23.8

- - 16 -
26,562 2,170 4,495 ▲ 51.7
1,347 110 1,872 ▲ 94.1

▲ 92,395 ▲ 7,550 ▲ 10,830 ▲ 30.3
848,031 69,295 107,045 ▲ 35.3

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

6.70 10.20 ▲ 3.50
105.9 102.6 3.3

（注）住民基本台帳法の改正により、平成25年3月31日現在の住民基本台帳登載人口については、外国人住民を含む。（公債費及び普通建設事業費についても同様）

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

483,477 39,506 58,969 ▲ 33.0

- - - -

- - 3 -

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

人件費
賃金（物件費）
一部事務組合負担金（補助費等）

合計
▲退職金

公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等）
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金）
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金）
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費）

人口1,000人当たり職員数（人）
ラスパイレス指数

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）
積立不足額を考慮して算定した額
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）

（4）-2 市町村経常経費分析表(普通会計決算)
岡山県早島町平成24年度

人口1人当たり決算額の推移当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

(円)
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109,431106,511102,75098,091
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人口1人当たり決算額の推移当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

(円)

80 000

100,000

120,000

90,144

252,757 20,653 16,338 26.4

- - 5,141 -

5,686 465 1,119 ▲ 58.4

- - 8 -

- - ▲ 2,828 -

▲ 420,628 ▲ 34,371 ▲ 51,496 ▲ 33.3

321,292 26,254 27,255 ▲ 3.7
※平成25年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

（参考）　普通建設事業費の分析
普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)
 H20 562,480 46,086 23.8 52,940 ▲ 11.9 35.7

うち単独分 180,781 14,812 ▲ 8.0 28,496 ▲ 7.4 ▲ 0.6
 H21 773,097 62,951 36.6 70,254 32.7 3.9

うち単独分 392,431 31,954 115.7 41,764 46.6 69.1
 H22 1,001,339 81,522 29.5 89,245 27.0 2.5

うち単独分 515,002 41,928 31.2 42,966 2.9 28.3
 H23 417,932 34,234 ▲ 58.0 70,897 ▲ 20.6 ▲ 37.4

うち単独分 189,484 15,521 ▲ 63.0 39,878 ▲ 7.2 ▲ 55.8
 H24 660,798 53,996 57.7 66,496 ▲ 6.2 63.9

うち単独分 294,437 24,059 55.0 36,530 ▲ 8.4 63.4
 過去５年間平均 683,129 55,758 17.9 69,966 4.2 13.7

うち単独分 314,427 25,655 26.2 37,927 5.3 20.9

当該団体決算額
（千円）

人口１人当たり決算額

一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる
補助金又は負担金
公債費に準ずる債務負担行為に係るもの
一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）
▲特定財源の額
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額
合計

公営企業に要する経費の財源とする地方債の償還の財源に
充てたと認められる繰入金

（年度割相当額）
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